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１０月１１日、社会保障の拡充や医師・看護師、

介護職員などの大幅増員、憲法改悪阻止などを求

めて「憲法・いのち・社会保障まもる国民集会」

が日比谷野音で開催されました。

この集会は、保団連、日本医労連、全日本民医

連、中央社保協など１０団体で作る実行委員会が

主催したもので、全国から３７００人が集まり、

日本医師会長や日本歯科医師会長などが賛同メッ

セージを寄せました。

集会では、認知症の人と家族の会や全国医師ユ

ニオンなどから訴えが行われ、共産党や立憲民主

党の国会議員から連帯のあいさつが行われました。

集会終了後、「軍事費を削って社会保障に回せ」

などのシュプレヒコールを行いながら、銀座パレー

ドを行いました。

「憲法２５条

を守り活かそう」

中央行動・集会

が、１０月２５

日に日比谷野外

音楽堂で開催さ

れ全国から２８

００人が参加し

ました。

集会では、生活保護問題対策全国会議代表幹事

の尾藤廣喜弁護士が基調報告を行い、安倍政権に

よる社会保障切り捨てや格差・貧困拡大のもとで

「あらゆる人々が生きづらさを強いられている」

とのべ、２５条を実質化していく上で、つながり

を広げることが必要と訴えました。

この行動・集会の呼びかけ人の伊藤真美医師、

井上英夫金沢大学名誉教授、竹下義樹弁護士があ

いさつを行いました。

これを受け、生

活保護基準の引き

下げの生活実態や

年金削減問題、７

５歳以上２割負担

化はやめよ、保育

労働者の深刻な人

材不足問題、障害者６５歳問題の解消や都立病院

の独法化に反対する取り組み、福祉や介護現場か

らの訴えなどが次々と報告されました。また、報

告の合間に厚労省に向かって、「憲法２５条を守

り、活かそう」のプ

ラカードによるアピー

ルも行いました。

集会終了後、集会

参加者による厚労省

前のアピール行動を

実施しました。



９月２７日、「中野なんでも相談実行委員会」

は通算９３回目となる「なんでも相談会」を中野

駅北口広場で開催しました。

急激に冷えて寒い日でしたが、健康相談が５件、

生活相談が２件、法律相談が２件ありました。ま

た、この相談会には弁護士、区議など２５人が対

応しました。

相談では、４０代の男性が「両親からの虐待や

精神科強制入院などを経て、※つくろいファンド

とつながっている。来月から一人暮らしの予定だ

が、中卒のためもう一度勉強をしたい」との相談

がありました。「当面、引っ越し先で生活のリズ

ムをつかむことを優先してみては」とアドバイス

しました。

※つくろい東京ファンドは、２０１４年６月に

「市民の力でセーフティネットのほころびを修繕

しよう」を合言葉に、東京都内で生活困窮者の支

援活動を行ってきた複数の団体メンバーが集まり

設置されました。中野区内にはシェルター江古田

にカフェがあります。なお代表理事には稲葉剛さ

んがなっています。

（実行委員会ニュースより）

府中社保協は、長年の課題であった待望の「社

保協ニュース」を発行することになりました。

ニュースの発行に寄せて、会長代理の武田正實

さんは、「社保協ニュースが、社会保障拡充を求

める各団体・個人の声の広場になって、府中社保

協運動の発展の強力なエンジンになっていくこと

は間違いありません。ともに頑張りましょう」と

期待を寄せました。

６月２８日、府中社保協第

１１回社保学校を開催し、三

多摩福祉会の中山幸子さんを

講師に「介護」問題の学習会

を開催しました。

講演では、２０００年に介護保険制度が開始さ

れましたが、２００６年、２０１４年には大きな

制度改悪が行われ、介護保険はますます使いにく

い制度となり、制度崩壊の一途となっていること。

また、２０１４年の制度改悪で２０１５年から

「新総合事業」が開始され、これまで寝たきり防

止で介護予防が大事と強調してきたのに、要支援

１・２の訪問・通所介護を保険給付から除外し、

自治体の事業に移行したこと。など、制度開始か

ら現在までの経過をふまえて講演を行いました。

最後に、介護保険制度の目的は、介護の社会化で

あり、現在の方向性は「保険あって介護なし」の

状況となっており、みなさんの力でこの流れを変

えましょうと結びました。

９月３日には、国保問題で

相川和義東京社保協事務局次

長を講師に第１２回社保学校

を開催しました。

府中市は、本年度の保険料を据え置きにしなが

ら、今行っている一般会計からの繰り入れを削減

してゼロにするために、６回に分けて各年度保険

料（税）の値上げを、東京都の標準保険料率を参

考にして進めようとしています。

市は、国保料（税）の設定に当たっては、国保

の成り立ちに逆行する「相互扶助」「助け合い」

の強調を止め、社会保障としての施策充実の役割

を果たすこと。国庫負担の増額を求め、一般会計

からの繰り入れを継続させ、子どもの保険料をは

じめ、保険料の軽減をはかることを市の求めてい

くことが重要と話されました。

（府中社保協ニュースより）
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全日本年金者組合は１

０月１９日、「年金フェ

スタ・一揆２０１８」を

日比谷野外音楽堂で開催

しました。

主催者あいさつに立っ

た金子民夫委員長は、

「年金引き下げるな、最低保障年金制度を作れと

いう声を広げ、国民的要求に押し上げよう」「国

民の皆さんとともに、国政を変え、若い人も高齢

者も安心できる年金制度を実現しよう」と訴えま

した。

集会では、中央社保協の山口一秀事務局長と全

生連西野武事務局長、日本共産党畑野君枝衆院議

員が来賓あいさつを行い、社民党福島瑞穂参院議

員、沖縄の風の糸数慶子参院議員がメッセージを

寄せました。集会後、参加者は銀座までパレード

を行いました。

１０月２日（火）、けんせつプラザ東京におい

て新生存権裁判東京原告団の結成総会を開催し、

原告７人を含め弁護士・支援者など57人が参加し

ました。

石黒之俐子支える会幹事

の司会で進められ、椎橋み

さ子代表委員（東京自治労

連副委員長）が、「知恵出

し、励ましながら地域で最

低生活を守れるよう一緒に

進めましょう」と主催者あいさつ。宇都宮健児弁

護団長が、「２９都道府県１０００人の原告が裁

判でたたかっています。財政難と言って切り下げ

を行い、国の責任を果たしていない。人間らしい

生活を取り戻すたたかいです。弁護団としても勝

までたたかっていく」とあいさつしました。

７名の原告が紹介され、原告団長に八木メイさ

ん（調布）副団長に木村良太さん（中野）神馬幸

悦さん（立川）が確認され、参加した原告からも

それぞれたたかう決意が話されました。

寺川慎二事務局長が経過報告を行い、東京土建、

東京地評、東京自治労連などから一緒にたたかう

決意が出されました。また、墨田・町田地域の支

える会からも報告が

行われました。

最後に、新生存権

裁判を勝利するまで

たたかう決意を全体

で確認し終了しまし

た。
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１０月１４日、東京社保協・中央社保協が共催す

る「４の日」宣伝行動

が、巣鴨地蔵通り商店

街入口で１１時～１３

時の２時間行われまし

た。

この行動には、全体

で３２人、東京社保協

２６人（東京土建２０

人）、中央社保協６人

が参加して署名・宣伝行動を行いました。

当日は、１０月２５日に日比谷野音で開催する

「憲法２５条を守りいかそう集会」と１１月１１日

に行う「介護・認知症なんでも電話相談会」の宣伝

もあわせて行いました。


